
予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：農林水産事業費　項：林業費　目：森林整備費　　　
	事業名　森林整備地域活動支援交付金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　森林整備課　森林経営係　電話番号：058-272-1111（内3198 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  92,972千円（前年度予算額： 106,407千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	106,407
	41,431
	0
	0
	32
	0
	29,519
	0
	35,425

	要求額
	92,972
	36,975
	0
	0
	54
	0
	24,985
	0
	30,958

	決定額
	92,972
	36,975
	0
	0
	54
	0
	24,985
	0
	30,958


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　森林整備地域活動支援交付金制度は、森林所有者等による施業の実施に不可欠な森林の現況調査等の地域活動を支援するために平成14年度に国が創設した制度である。当初より岐阜県森林整備地域活動支援基金として国費を受け入れ事業を実施していたが、平成27年度より国費分については単年度交付となり、以後は国からの単年度交付金と基金の残金により事業を実施している。
　　林業生産活動の停滞や森林所有者の高齢化、不在村化等を背景として、森　　　林施業の実施に不可欠な地域活動が十分に行われていないため森林を適切に管理できず、森林の多面的機能の発揮に支障をきたしている。
（２）事業内容

　（ア）事業目的・事業効果

　　 市町村と協定を締結し地域活動（森林経営計画作成、森林境界の明確化、地域活動を行うための既存の作業路網の改良）を行う事業者に対して必要な経費の一部を交付することで森林整備を推進する。

（イ）内容

　　１）森林経営計画作成促進
　　 ２）森林境界の明確化
　　 ３）森林経営計画作成促進・森林境界の明確化に向けた条件整備
　　 ４）市町村推進事務

　　 ５）県が岐阜県森林整備地域活動支援基金に係る運用収入の積み立て

（３）県負担・補助率の考え方

　　　１）交付額：交付単価を上限とする精算払い方式。
　　　　県 1/4(国補助 1/2、市町村負担 1/4)
（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	92,918
	森林経営計画作成促進、森林境界明確化、条件整備　等

	その他
	54
	基金積立金

	合計
	92,972
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　第３期岐阜県森林づくり基本計画の「木材生産林」対策の推進　計画策定・推進）「森林経営計画」の策定を促進するため、森林境界を明確化する活動を支援します。
（２）国・他県の状況

　  国は林業成長産業化総合対策で森林整備地域活動支援を定めている。また、他県も同の補助制度を活用して実施している。
（３）後年後の財政負担

　　基金終了後は、国の単年度交付金を活用し事業を継続する。
（４）事業主体及びその妥当性

　　１）事業主体：森林組合、林業事業体、市町村等
　　２）妥当性：国の定めた林業成長産業化総合対策実施要綱に基づき実施
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・第３期岐阜県森林づくり基本計画に目標面積を位置づけていないが、令和３年度目標20万haを目指している。
（H28年度の目標20万haに達成していないため、そのまま目標を継承）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	森林経営計画の策定面積
	105,562ha
（H28.3）
	123,120ha
（H29.3）
	102,123ha

（H30.3）
	104,525ha

（H31.3）
	200,000ha

（R4.3）
	52％

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・森林整備事業平成31年度説明会（4/26開催　41名参加）



（前年度の成果）

	・森林経営計画に基づく間伐実施等により適正な森林管理が促進される。

・森林境界の明確化により収集した測量データについて、森林ＧＩＳへの
　反映を図っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	・間伐や造林等の森林整備を推進する上で、森林情報の収集・整理、森林境界の明確化は必要不可欠であり、事業実施の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	・事業の実施により、10,082haの森林境界が明確化されたことで、白地であった森林において新規の森林経営計画作成が促進された。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・市町村と協定を締結し地域活動区域を限定していることと、交付金についても対象面積に交付単価を乗じた額と、地域活動に要した実費を比較し低い額を交付する運用となっており、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・森林境界を明確化するための隣接者立ち合いが難しいときがある。

・事業実施の翌年度に、森林経営計画作成や間伐の実施などの採択条件があり、補助事業者へ指導を行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・本事業の継続を望む声があり、引き続き交付金を活用しながら、森林情報の収集・整理、森林境界の明確化等に取り組む。

・適正な森林管理向けて、森林経営計画作成と間伐促進を図る。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	　なし
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


